
私立幼稚園特別支援教育教育費補助金交付要綱 

  

  （趣旨） 

第１ 県は，私立幼稚園における心身障害児教育の振興を図るとともに私立幼稚園の経営の健全性を高

めもって，私立幼稚園の健全な発達に資するため，特別支援教育に係る経常的経費について，当該私

立幼稚園を設置する者に対し，予算の範囲内において私立幼稚園特別支援教育教育費補助金（以下

「幼稚園特別支援教育補助金」という。）を交付するものとし，その交付等に関しては，補助金等交

付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の

定めるところによる。 

 

 （用語の定義）             

第２ この要綱において「私立幼稚園」とは，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定す

る幼稚園並びに就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８

年法律第７７号）第２条第７項に規定する学校法人立の幼保連携型認定子ども園をいう。 

２ この要綱において「障害児」とは，幼稚園にあっては，当該年度の５月１日現在において現に就園

している幼児，こども園として認定（就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に

関する法律第３条第１項又は同条第３項に規定する認定。以下同じ。）を受けた幼稚園にあっては同

日現在において現に就園しており，支給認定（子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第

２０条第１項に規定する認定。以下同じ。）の状況が別表１に定める補助対象である幼児で，公的機

関等の判定書又は公的医療機関等の診断書等に基づき，知事が心身障害児と認めた者をいう。 

 

 （補助対象施設） 

第３ この補助事業の対象となる施設は，障害児を受け入れ，積極的に障害児教育に努力している私立

幼稚園とする。ただし，私立学校特別支援教育教育費補助金（昭和５７年８月１１日付け総第２５０

号宮城県総務部長通知）又は市町村の事業により，この要綱と同一の目的の補助金が交付される制度

がある場合における当該補助制度の補助対象となる幼稚園を除く。 

 

  （補助事業者の責務） 

第４ 幼稚園特別支援教育補助金の交付を受けた者は，この要綱の趣旨を十分に認識し，障害児の教育

内容の向上に努めるものとする。 

 

 （補助対象経費） 

第５ 幼稚園特別支援教育補助金の補助対象経費は，障害児教育に要する次の経費とする。 

（１）人件費（教員人件費及び職員人件費のうち本俸に限る。） 

（２）教育研究経費 

（３）設備費（教育研究用機器備品及び図書に限る。） 

 

 （幼稚園特別支援教育補助金の額） 

第６ 幼稚園特別支援教育補助金の額は，別表２に定める額に，当該年度の５月１日現在の障害児の人

数を乗じて得た額以内とする。 

 

 （幼稚園特別支援教育補助金の減額等） 

第７ 知事は，私立幼稚園を設置する者が次の各号のいずれかに該当するときは，第６の規定により算



出した補助金額の全部又は一部を減額することがある。 

（１）役員，教職員及び生徒間等において,訴訟その他の紛争があり,適正な学校運営が期しがたいとき。 

（２）銀行取引停止処分を受けるなど，財政事情が極度にひっ迫しているとき。 

（３）法令の規定若しくは法令の規定に基づく所轄庁の処分又は寄附行為に違反したとき。 

（４）国，県及び他の地方公共団体又は日本私立学校振興・共済事業団からの補助金又は貸付金に係る

条件等に違反し，その返還を請求されたとき。 

（５）公租公課，日本私立学校振興・共済事業団若しくは県のあっせんに係る金融機関の借入金返済又

は公益社団法人宮城県私学退職金社団，一般社団法人宮城県私立幼稚園連合会退職手当資金給付事

業若しくは日本私立学校振興・共済事業団の納付金を相当期間滞納しているとき。 

（６）幼稚園特別支援教育補助金に係る報告又は届出について，その期限を著しく遅延したとき。 

（７）幼稚園特別支援教育補助金の申請書等に不実の記載をしたとき。 

（８）前各号に掲げるもののほか，幼稚園特別支援教育補助金の交付目的若しくは交付決定内容又はこ

れに付した条件に違反したとき。 

 

  （交付の申請） 

第８ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書（以下「申請書」という。）の様式は，別記様式 

第１号によるものとし，その提出部数は１部，その提出期限は知事が別に定める日とする。 

 

第９ 規則第３条第２項の規定により申請書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。ただ

し，第６号はこども園として認定を受けた幼稚園及び幼保連携型認定こども園に係る申請のみに適用す

る。 

（１）理由書（具体的に記載すること。） 

（２）事業計画書 

（３）収支予算書（学校法人会計基準（昭和４６年文部省令第１８号）による収支予算書及びこれに附

属する収支内訳表） 

（４）心身障害児調書 

（５）心身障害の程度等を証する書面（公的機関等の判定書又は公的医療機関等の診断書の写し等） 

（６）障害児の支給認定の状況を証する書面（支給認定証又は支給認定通知書の写し等） 

（７）その他知事が定める書類 

 

  （交付の条件） 

第１０ 補助事業の内容の変更又は人件費，教育研究経費及び設備費の配分を変更しようとするときは，

別記様式第２号により知事の承認を受けなければならない。ただし，補助の目的及び交付の条件を満た

し，幼稚園特別支援教育補助金の額に変更を来さない程度の軽微な変更については,この限りでない。 

 

 （実績報告） 

第１１ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書（以下「報告書」という。）の様式は，別

記様式第３号によるものとし，その提出部数は１部とする。 

 

第１２ 規則第１２条第１項の規定により報告書に添付しなければならない書類は，次のとおりとする。 

（１）補助事業実績内訳表 

（２）支出計算書 

（３）補助事業により取得した財産で，１個又は１組の取得価額が１０万円以上の設備については，契

約書及び領収書の写し。 



（４）その他知事が定める書類 

 

  （幼稚園特別支援教育補助金の交付方法） 

第１３ 幼稚園特別支援教育補助金は，規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとす

る。ただし，知事は補助事業遂行上必要があると認めるときは，規則第１５条ただし書の規定により概

算払により交付することがある。 

２ 概算払で幼稚園特別支援教育補助金の交付を受けようとする者は，別記様式第４号による補助金概算

払請求書を知事に提出しなければならない。 

 

 （決定の取消等） 

第１４ 知事は，規則第１６条第１項の規定により，幼稚園特別支援教育補助金の交付の決定を受けた者

が第６の各号のいずれかに該当するときは，交付決定の全部又は一部を取り消すことがある。 

２ 前項の規定は，補助事業について交付すべき幼稚園特別支援教育補助金の額の確定があった後におい

ても適用することがある。 

 

 （幼稚園特別支援教育補助金の返還） 

第１５ 知事は，幼稚園特別支援教育補助金の交付を取り消した場合において，補助事業の当該取消しに

係る部分に関し，既に幼稚園特別支援教育補助金が交付されているときは，規則第１７条第１項の規定

により，期限を定めて，その返還を命ずるものとする。 

２ 知事は，幼稚園特別支援教育補助金の額を確定した場合において，既にその額を超える幼稚園特別支

援教育補助金が交付されているときは，期限を定めて，その返還を命ずるものとする。 

 

  （処分の制限を受ける財産） 

第１６ 規則第２１条第２号の規定により処分の制限を受ける財産は，１個又は１組の取得価額が５０万

円以上のものとする。 

 

 （処分の制限を受ける期間） 

第１７ 規則第２１条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は，減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間とする。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   附 則 

１ この要綱は，昭和５９年８月７日から施行し，昭和５９年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に 

も適用するものとする。 

   附 則 

 この要綱は，昭和６２年８月２６日から施行し，この要綱による改正後の私立幼稚園特殊教育教育費補

助金交付要綱の規定は，昭和６２年度予算に係る補助金から適用する。 

   附 則 

１ この要綱は，平成４年１０月２日から施行し，平成４年度予算に係る補助金から適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に 

も適用する。 

   附 則 

 この要綱は，平成７年３月１日から施行し，この要綱による改正後の私立幼稚園特殊教育教育費補助金

交付要綱の規定は，平成６年度予算に係る補助金から適用する。 

   附 則 

１ この要綱は，平成１０年４月１７日から施行し，平成１０年度予算に係る補助金から適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に 

も適用する。 

    附 則 

１ この要綱は，平成１３年１０月４日から施行し，平成１３年度予算に係る補助金から適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に 

も適用する。 

    附 則 

１ この要綱は，平成１５年７月１日から施行し，平成１５年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に 

も適用するものとする。 

      附 則 

１ この要綱は，平成１６年６月１０日から施行し，平成１６年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に 

も適用するものとする。 

      附 則 

１ この要綱は，平成１９年１１月２１日から施行し，平成１９年度予算に係る幼稚園特別支援教育補助 

金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に 

も適用するものとする。 

    附 則 

１  この要綱は，平成２６年８月２１日から施行し，平成２６年度予算に係る幼稚園特別支援教育補助  

金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に 

も適用するものとする。 

   附 則 

１  この要綱は，平成２７年１１月２７日から施行し，平成２６年度予算に係る幼稚園特別支援教育補助

金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に



も適用するものとする。 

   附 則 

１  この要綱は，平成３１年２月１日から施行し，平成３０年度予算に係る幼稚園特別支援教育補助金に

適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に

も適用するものとする。 

   附 則 

１  この要綱は，令和３年４月１日から施行し，令和３年度予算に係る幼稚園特別支援教育補助金に適用

する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に

も適用するものとする。 

附 則 

１  この要綱は，令和４年９月７日から施行し，令和４年度予算に係る幼稚園特別支援教育補助金に適用

する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，当該補助金に

も適用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（要綱第２関係） 

                          （ ○：補助対象 －：補助対象外 ） 

 

認定こども園の種類 

 

 １号認定子ども  

 

 ２号認定子ども   

 

 ３号認定子ども  

 

 

 

幼保連携型 

 

 

 

 

 

      旧接続型       

 

       ○        

 

       ○         

 

       －        

 

      旧並列型       

 

       ○        

 

       －         

 

       －        

 

平成２７年４月１日

以降に設置認可を受 

けた園 

 

          

       ○        

 

 

         

       －         

 

 

         

       －        

 

 

 

 

幼稚園型 

 

 

 

 

単独型 

 

       ○        

 

       ○         

 

 

 

接続型 

 

       ○        

 

       ○         

 

       －        

 

並列型 

 

 

       ○        

 

 

       ○         

 

 

       －        

 

 

 別表２（要綱第６関係） 

 

校種 

 

補助単価 

 

幼稚園及び幼保連携型認定こども園 

 

 

392,000 円 

 

 


